
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により実施されている公的支援の例 
 
下表に掲載されている公的支援制度を利用している場合は、奨学金申請時に各機関から発
行された「証明書」（または証明書に準じる書面）を提出してください。 
 

 制度名 主な実施機関 備考 

1 
新型コロナウイルス感染症特別貸付 
小規模事業者経営改善資金（新型コロナ
ウイルス対策マル経融資） 

日本政策金融公庫 
事業主の
方向け 

2 

生活衛生新型コロナウイルス感染症特別
貸付 
生活衛生改善貸付（新型コロナウイルス
対策衛経） 
新型コロナウイルス感染症に係る衛生環
境激変対策特別貸付 

日本政策金融公庫 
事業主の
方向け 

3 危機対応融資 
商工組合中央金庫 
日本政策投資銀行 

事業主の
方向け 

4 
セーフティネット保証 4号 
セーフティネット保証 5号 
危機関連保証 

信用保証協会 
事業主の
方向け 

5 小規模企業共済の特例緊急経営安定貸付 
（独）中小企業基
盤整備機構 

事業主の
方向け 

6 
小学校休業等対応支援金（委託を受ける
個人向け） 

都道府県労働局  

7 
緊急小口資金 
総合支援資金（生活費） 

社会福祉協議会  



8 厚生年金保険料・労働保険料の納付猶予 
厚生労働省 
日本年金機構 

事業主の
方向け 

9 
国民健康保険料・後期高齢者医療保険
料・介護保険料等の徴収猶予 

地方公共団体  

10 国税・地方税の納付猶予 
国税庁 
地方公共団体 

 

 
※大学では上表の制度の詳細についてお答えできません。それぞれの実施機関にお問い合
わせください。また、上表の制度の実施機関では、本学の奨学金制度についてお答えできま
せん。 
 


